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決定が歪められることで、組織変革が阻害されるのである（Garud and Rappa，1994；Baron 
and Ensley，2006；Reger and Huff，1993；Fredrickson and Iaquinto，1989）。 
より詳細に先行研究を精査すると、マネジャーの硬直的認知の影響が検討されてきたの

















































































る。その成果として、1969 年に LSI 電卓、1973 年に液晶搭載電卓をいずれも世界初で商
品化し、シャープはカシオとともに電卓競争の勝者となった。また、これを契機にシャー
プは LSI、太陽電池、液晶の 3つのコア技術を獲得し、1980年代以降はこれらを活用して
                                                   
1 本節の内容は基本的に『シャープ 100年史』に基づく。 










3000 億円、応用製品の売上高も携帯電話や PC などを含めて約 3500 億円に成長した。た
だし、全社売上約 2 兆円の内訳をみると、上記液晶ディスプレイの事業シェアは約 15%と
突出したものではなく、当時売上高で全社トップであったのは LSI など半導体事業で計約
4000 億円、白物家電が約 2000 億円、ブラウン管 TV や MD プレーヤーなど液晶関連を除









































月に 20 インチ型液晶テレビ「AQUOS LC-20C1」を投入した。AQUOS は希望小売価格
22万円（従来品は同サイズで 35万円）で、同社の大型液晶パネル生産能力を活かした低価
格設定がなされた6。またテレビと並ぶ液晶応用製品として携帯電話が位置付けられ、国内
携帯電話市場をターゲットに高精細カラー液晶携帯端末 J-SH05 が 2000 年 12 月に発売さ







や東芝が参入したものの、市場シェア約 50%を確保10、売上高は 889 億円へと成長を遂げ
た。携帯電話事業も 2001年度 1576億円、2002年度 2430億円と伸びを見せ、液晶パネル
単体としても同じく 3111億円、5288億円と成長している。その結果、シャープは 2000年
度、2001 年度と売上・利益を続伸させた（図 2）。2002 年度こそ世界経済の減退で売上・
営業利益を落としたものの、液晶関連部門はむしろ好調で、全社業績の悪化を食い止める
役割を果たしている。 
                                                   
4 週刊ダイヤモンド 2000年 1月 15日号。 
5 佐治寛シャープ経理本部長『週刊ダイヤモンド 2001年 10月 13日号』。 
6 日経エレクトロニクス 2001年 1月 15日号。 
7 日経エレクトロニクス 2001年 3月 12日号。 
8 日経ビジネス 2002年 5月 20日号。 
9 週刊ダイヤモンド 2002年 2月 16日 




図 1 液晶テレビの世界シェア推移 
 




する中でシャープが高い業績を達成したという点である。2000 年前後には AUO や CMO




るようになっていたのである。だが、2001 年 10 月末には、シャープは初めて液晶パネル
事業の部門損益を明らかにしたうえで、上半期で 100 億円の営業利益を確保したことをア

































4.3 亀山工場への投資 （2001年-2003年） 
シャープ液晶事業における最初の大型投資となる亀山工場の設立は、こうした状況の中、
2001年度中に意思決定され、2004 年の稼働に向けて建設が進められた。1 工場のみで 10
万坪、当初計画で総額 1000億円（最終的には約 1500億円）に達する莫大な投資であった。 
                                                   
12 日経ビジネス 2002年 4月 8日号 
13 週刊ダイヤモンド 2002年 11月 2日号 

















いてはダメだ。2004 年 5 月生産開始をめどに三重県亀山に一貫生産工業を立上げる。
30型換算 10万台／月、その後 20万台まで引き上げる。まだ誰も作ったことがない第
















                                                   
15 日経マイクロデバイス 2003年 7月号 
16 日経マイクロデバイス 2003年 1月号 
17 日経マイクロデバイス 2002年 3月号 
18 日経マイクロデバイス 2002年 9月号 



























あり、これまで 40 型以上のサイズは PDP しか本格生産されてこなかったことから、シャ
ープによる 40 型以上の液晶テレビ大規模展開は画期的なものであった22。液晶テレビの売






                                                   
20 週刊ダイヤモンド 2002年 11月 2日号 
21 町田勝彦（2008）『オンリーワンは創意である』文春新書。 
22 週刊ダイヤモンド 2004年 6月 26日号 

















に亀山工場と同じ第 6 世代の工場を稼働させている25。テレビ事業では、2004 年第 4 四半
期時点で世界トップのシャープがシェア 21.9％に対し、LGとの合弁会社からパネル供給を
受けるフィリップスが 2位で 14.7%まで拡大してきており、ソニーは S-LCD及び外部調達





                                                   
24 日経マイクロデバイス 2004年 8月号 
25 日経マイクロデバイス 2004年 9月号 















図 4 液晶パネル生産額 
 










                                                   








町田「亀山第 1工場には第 2期、第 3期の設備投資を行い、生産能力を稼働当初の
3倍に引き上げる。これまで亀山工場には約 1000億円を注ぎ込んだが、生産能力を一













するが、亀山第 2 工場も立ち上げる。実際の投資は 2005 年以降になる見通し。テレ













                                                   
28 日経ビジネス 2004年 1月 5日号 







図 5 液晶テレビ及び液晶パネルの売上高合計、全社売上比率 
 







                                                   
30 日経ものづくり 2006年 3月号 
31 週刊ダイヤモンド 2005年 4月 16日号 
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当初 50%に設定していた大型液晶パネルの外販比率は 2004 年度の実績で 30%程度にとど
まり、2005 年度には 20%程度になったと推定されている32。亀山工場の稼働でトップを奪
取した大型パネル外販事業であったが、2005 年には新規工場を設立したサムスンと LG に
                                                   














図 8 液晶テレビの各国別市場シェア 2006年 
 日本 米国 欧州 中国 世界全体 
シャープ 41 11 7 3 10 
ソニー 19 13 13 5 12 
サムスン 0 12 20 5 17 
Philips 0 13 19 3 11 
出所：日経エレクトロニクス 2007年 3月 26日 
 
図 9 パネル内製率の推定値 
 


































VIZIO - - 0% 
出所：2005 年、日経マイクロデバイス 2006 年 2 月号、2007 年日経ビジネス 2008 年 3 月 3 日号、2009
年日経エレクトロニクス 2009 年 11 月 16 日号 
                                                   
33 日経マイクロデバイス 2006年 7月号 



































                                                   
35 日経マイクロデバイス 2006年 2月号 
36 日経マイクロデバイス 2006年 5月号 
37 日経ビジネス 2006年 12月 11日号 
38 日経 D&M2004年 2月号 






















て堺工場を建設することを決定、堺工場の建設は 2007年 11月に着工された。 
 









ーザー要求にこたえることができている。また亀山第 2 工場ではシャープなど 20 数
社が出資する国家プロジェクトの受け皿会社フューチャービジョンの開発成果を導入
する。ここに参画したメーカーが部材・設備メーカーとして参加する。今後の液晶工
                                                   
40 日経エレクトロニクス 2006年 9月 25日号 
41 週刊ダイヤモンド 2007年 5月 26日 








物であった44。その後、2002 年に 44 歳の若さでシステム液晶事業部長に抜擢されたのち、



























                                                   
43 日経マイクロデバイス 2005年 12月号 
44 日経ビジネス 2005年 9月 19日号 






年 8月 22日に行われた液晶テレビの新技術説明会にて） 
 
4.6 パートナーシップの模索 （2008年） 
 片山・町田体制 1 期目となる 2008 年 3 月期（2007 年度）決算で、シャープは過去最高
の売上高 3 兆 4177 億円、純利益 1019 億円を計上した。町田が社長となった 1999 年度決
算から売上はほぼ倍増となっていた。まさしく 2007年度決算はシャープ最盛期を象徴する
ものとなったのである。液晶テレビの売上高は 8141 億円、外販液晶パネルの売上も 1 兆
2341億円に達した。この 2事業の合計で 2兆 500億円に達し、全社売上のおよそ 6割が液
晶パネル及び液晶テレビ事業によるものとなっていた。液晶パネルが主要部品の一つとな
る携帯電話事業 6513億円も含めれば、実に約 78%が液晶関連製品となっていた。 
その一方で、液晶産業の競争環境は悪化していた。2007 年時点でシャープは国内市場で
40%近いトップシェアを維持するものの、世界シェアではサムスン、ソニー、フィリップス

















                                                   
46 日経エレクトロニクス 2007年 8月 13日号 
47 週刊ダイヤモンド 2007年 9月 9日号 
48 日経ビジネス 2008年 4月 7日号。 
49 日経マイクロデバイス 2008年 3月号 
50 日経エレクトロニクス 2007年 8月 13日号 
20 
 
うに生産ライン建設を開始していた51。こうした影響から 2007 年頃からは TV 用大型液晶
パネルが供給過剰気味となり、価格下落が進むようになった。 
 
図 10 シャープ各事業の国内事業比率 
 
  













                                                   
51 日経マイクロデバイス 2007年 10月号 
52 日経マイクロデバイス 2008年 5月 
53 日経ビジネス 2008年 4月 7日号 
21 
 








展開させることで、およそ 500 億円相当のパネル出荷先を確保した55。2007 年 12 月には
東芝と提携を結び、同社液晶テレビに搭載するパネルの 4 割をシャープから供給すること










液晶パネルの外販先を確保しておく必要性があったからだ。既存の亀山第 1・第 2 工








                                                   
54 週刊ダイヤモンド 2008年 1月 26日号 
55 週刊ダイヤモンド 2008年 3月 15日号 
56 日経マイクロデバイス、2008年 2月号 
57 週刊ダイヤモンド 2008年 3月 8日号 
58 日経ビジネス 2009年 12月 14日 
59 日経マイクロデバイス 2008年 4月号 
60 週刊ダイヤモンド 2008年 4月 5日号 
22 
 
4.7 躓き （2009年） 
 リーマンショックに端を発する世界不況はシャープの 2009年 3月期決算を大幅に悪化さ
せるものとなった。急速な液晶パネル・テレビ両方の市場縮小から、売上高は前年から 5700




























                                                   
61 日経ビジネス 2009年 2月 18日号 
62 週刊ダイヤモンド 2009年 5月 23日号 
63 週刊ダイヤモンド 2010年 6月 5日号 
64 日経ビジネス 2009年 7月 6日号 
65 週刊ダイヤモンド 2009年 5月 23日号 



































                                                   
67 日経ビジネス 2009年 7月 6日号 
68 週刊ダイヤモンド 2010年 9月 18日号 
69 日経コンピューター2010年 4月 28日号 
70 日経ビジネス 2010年 8月 9-16日号 


























つかれるまで 2 年の猶予があるとみています。少なくともあと 2 年は大型液晶テレビ





 2012 年 3 月期決算は、シャープにとって危機的な結果となった。2011 年 3 月に起こっ
た東日本大震災の影響から、日本国内経済が大幅減退となった。当時、シャープ液晶テレ
ビ売上は 6 割が国内市場向けとなっており、他社に比べシャープはより大きな影響を受け
                                                   
72 週刊ダイヤモンド 2010年 4月 10日号 
73 日経ビジネス 2010年 8月 30日号 
74 週刊ダイヤモンド 2010年 9月 18日号 
75 日経ビジネス 2011年 1月 31日号 
25 
 
ることとなった。震災後、シャープは 4 月上旬から亀山第 2 工場と堺工場が一時稼働停止
に追い込まれたが、それでもなおテレビの在庫はさばききれなかったという76。売上高は最










界シェア 18.8%、2 位 LG の 13.4%に対し、シャープは 6.4%の 5 位にまで沈んでいた。シ
ャープは堺工場に行った追加投資で 2010 年にはその生産能力を倍増させており、40 型換















                                                   
76 日経ビジネス 2011年 5月 9日号 
77 週刊ダイヤモンド 2012年 3月 24日号 
78 週刊ダイヤモンド 2013年 5月 25日号 
79 日経ビジネス 2011年 1月 31日号 
80 日経エレクトロニクス 2012年 4月 30日号 
81 安本雅典・「携帯電話産業～」 





























らも約 100億円の出資の約束を取り付けた90。翌 2013年 3月にはサムスンからも 104億円
の出資を取り付けている91。これらの出資は当座の資金を得るものであると同時にパネルの
安定供給先を得る意味のあるもので、まさしくシャープが現行路線を継続したことを象徴
                                                   
83 日経ビジネス 2011年 9月 26日号 
84 週刊ダイヤモンド 2012年 4月 7日号 
85 日経エレクトロニクス 2012年 4月 2日号 
86 日経ビジネス 2012年 5月 21日号 
87 日経ビジネス 2012年 5月 21日号 
88 週刊ダイヤモンド 2012年 12月 8日号 
89 週刊ダイヤモンド 2013年 3月 30日号 
90 日経ビジネス 2012年 12月 17日 



















水準の 2兆 4700億円にとどまり、純損失はリストラに伴う特別損失などの影響で 5453億
円に達した。純資産はほぼ底を突き、倒産が眼前に迫る水準に達した。こうした業績状況











                                                   
92 週刊ダイヤモンド 2012年 10月 13日号 
93 日経ビジネス 2012年 8月 20日号 
94 日経ビジネス 2012年 9月 3日号 
95 週刊ダイヤモンド 2012年 10月 13日号 
96 シャープ株式会社 2013年 3月期アニュアルレポート 
97 週刊ダイヤモンド 2013年 5月 25日号 
98 日経ビジネス 2013年 5月 20日号 
99 日経ものづくり 2013年 6月号 
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判断事項のうちでも何に注意を注いできたのかを検討してみよう。表 1 は、1997 年から





                                                   
100 シャープ株式会社 2013年 3月期アニュアルレポート 













ビジネスモデル 3 新たなビジネスモデル、ソリューション 
提携・協業 3 各企業との業務提携に関する説明 
組織改編 人事改革 8 成果主義、リーダー人材、コア人材 
組織改編 8 各種新組織設置に関する説明 
マーケティ
ング策 
ブランド価値 4 ブランド 
世界市場 6 世界市場、新興国、海外事業 
液晶 液晶を核とする 5 液晶デジタルネットワーク、コアコンピ
タンスである液晶、液晶のシャープ 
液晶テレビ 6 液晶テレビ、AQUOS 
携帯電話 5 携帯電話 
小型情報端末 3 ザウルス 
液晶の技術革新 11 液晶の新技術説明。TFT、低温 CG、
UV2A、IGZOなど 
液晶パネル生産 9 三重、亀山、堺、垂直統合 
液晶非関連
製品 
太陽電池 12 太陽電池 
半導体事業の縮小 4 IC、LSIに関する集中・縮小の記述 
通信 1 通信 
白物家電 4 白物、生活資源分野、過熱水蒸気 
健康家電 4 プラズマクラスター 
オーディオ 1 オーディオ 
オフィス機器 1 オフィス機器 
LED照明 1 LED 













































表 2 シャープが焦点領域、近傍領域、遠隔領域の事項に対して行った主な意思決定 
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How has Sharp Corporation led themselves to crisis: 








Manager’s cognitive biases prohibits from changing organization. But, we 
do not know in-depth and correctly how do they decide things when they 
persist in something. We distinguish managerial objects into three 
categories: focus of attention, neighborhood of focus, and out of focus, and 
we analyze what kind of decision was made for each category. From the 
case study of the crisis of Sharp Corporation, we found that managers 1) 
enthusiastically kept investing and running the LCD panel production 
(focus of attention), 2) flexibly changed the other strategic options of LCD 
business like target market, choice of vertical domain or alliances 
(neighborhood of focus), and 3) nearly ignored the other business areas (out 
of focus). From such consideration, we hypothetically proposed the logic 
that flexible changes in neighborhood of focus rather enhance the rigidity 
in focus of attention. 
 
JEL code：M10 Business Administration – General 
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Organizational change, Manager’s cognition, focus of attention, Sharp Corporation 
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